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2010年 7月 27日 

 

環境経済・政策学（15） 

 

１．講義のスコープと目的 

 本講義は、環境経済学の理論的展開から具体的な環境問題および環境政策への応用まで包括的

に論じる。特に、環境政策の基本的な類型（直接規制・CAC、市場的手法・MBIｓ、自主的手

法・VA）とそれぞれの特徴について論じるとともに、費用便益分析（CBA） や便益評価などの

政策評価の基準や方法について論じる。 

 キーワード：環境経済、環境政策、費用便益分析、環境の価値評価、プロジェクト評価、政策

評価、評価論 

 

２．講義日程 

第 1部 環境政策の基本的類型と環境問題 

1.  イントロダクション（環境問題と環境政策：大気汚染対策） 4/06 

2.  環境政策の類型：直接規制 4/13、4/20 

3.  環境政策の類型：市場的手法 4/27、5/11、5/18 

4.  環境政策の類型：自主的手法 5/25  

5.  環境問題と環境政策：地球環境問題 6/01 

第 2部 環境政策の評価 

6.  環境政策の評価基準と評価方法 6/08 

7.  費用便益分析 6/15、6/22（休講）、6/29 

8.  環境の経済的評価 7/06、7/13 

第 3部 まとめ 

9.  試験・まとめ 7/20（試験）、7/27(補講、まとめ） 

 

３．講義の評価・内容 

1. 授業の内容  

1.1 学問的に受ける知的刺激度 

1.2 学習効果・将来における有用性 

2. 授業の進め方 

2.1 シラバスと授業内容との整合性 

2.2 授業の進行度合い 

2.3 めりはりの度合い・指摘事項等ポイントの的確性 

2.4 専門的知識や用語解説の分かりやすさ 

2.5 予習・復習等の必要性と勉学方法の提示 

2.6 授業の開始・終了時間の正確さ 

3. 教員の授業への取り組み 

3.1 事前準備等授業に対する取り組みの熱心さ、質問に対する対応の適切さ 

3.2 学生の理解力に応じた授業の実施状況 

3.3 教科書・参考書の有用性、教科書・参考書指定の妥当性 

3.4 パケット教材・その他配布資料の内容の有効性、量的な適切性 

4. 試験･レポート等 



 2 

4.1 試験問題・課題レポートの適切性 

4.2 学習課題（予習・レポート等）の適切性 
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